
 

・施策 20（施策概要、現状と課題） 

 

  

（追加） 

●新型コロナウイ

ルス感染症の感染

拡大や新たな感染

症の発生に備え、市

の業務継続体制の

構築に努めるとと

もに、国や沖縄県、

医療機関、その他関

係機関等との連携

を一層図っていき

ます。 

（追加） 

●2019（令和元）年 12

月に発生し、世界規模

で急速に拡大した新型

コロナウイルス感染症

に対応するため、保健

所に新型コロナ現地対

策本部を設置し、積極

的疫学調査等の実施や

関係機関と連携した感

染拡大防止に取り組ん

でいます。今後も、新型

コロナウイルス感染症

の感染拡大や新たな感

染症の発生に備え、市

の組織全体で取り組む

ための体制整備のほ

か、市民への適切な情

報提供や関係機関と連

携した取組みが求めら

れています。 

◆那覇市新型インフルエンザ等対策行動計画 

◆那覇市新型インフルエンザ等対策のための 

ＢＣＰ（業務継続計画） 

（追加） 

●結核は、結核菌によって発生する我が国の主要な感染症の一つです。今でも年間 10,000 人以上の新しい患者

が発生し、約 2,000 人が命を落としています。また感染してもすぐには発病せず、身体の抵抗力低下等により感

染から数十年後に発病する事例もみられます。 

 我が国における 2021 年の結核罹患率（新登録結核患者数を人口 10 万対率で表したもの）は、前年より 0.9ポ

イント減少して 9.2 となり、罹患率 10.0 未満とする結核低まん延の水準を達成しています。 

 沖縄県の 2,021 年の結核罹患率は 11.9 で前年より 0.8 ポイント減少しましたが、都道府県別でワースト４位

の状況です。 

 本市の 2021 年の結核罹患率は 15.6 で前年より 0.2 ポイント減少しましたが、県全体より高い状況となってい

ます。 

 本市の結核患者の特徴としましては、全国と共通して、高齢者の割合が高いこと、及び結核まん延国から転入

してくる外国出生患者が増加している状況にあります。高齢者施設や日本語教育施設等で実施する結核定期健康

診断により、早期発見し、早期治療に繋げる取組を継続する必要があります。 

（修正） 

●2015（平成 27）年に、我が国は世界保健機関（WHO）より、麻し

ん排除認定されました。 

 麻しんは、2018(平成 30)年 3 月に沖縄県で海外から罹患した状

態で入国した観光客から感染が県内全域に広がり、一定期間流行し

て、平成 30 年 6 月に終息宣言となった事例がありました。本市で

は 24 例が確認されています。以降、2019(令和元)年 1 例、2020(令

和２)年 0 例、2021(令和３)年 0 例となっています。また、風しん

の発生状況は、2018(平成 30)年 4 例、2019(令和元)年 4 例、2020(令

和２)年 0 例、2021(令和３)年 0 例となっています。 

 対策の結果、麻しん・風しんは 2020(令和２)年 0 例、2021(令和

３)0 例となり、再び 0 に抑え込むことができました。以後も麻し

ん、風しん 0 対策を継続します。 

（●結核⇒●麻しん、風しん⇒●感染症普及啓発⇒●危機管理⇒●コロナ）の順に変更 



 

・施策 20（取組の柱と方針、指標） 

 

 

（追加） 

３ 感染症対策の強化 

●新型コロナウイルス感染症の感染拡大や

新たな感染症の発生に備え、「那覇市新型イ

ンフルエンザ等対策行動計画」及び「那覇市

新型ンフルエンザ等対策のためのＢＣＰ（業

務継続計画）」の改定を行い、積極的な疫学調

査等による感染拡大防止・まん延防止を図る

ため、業務継続体制の整備に努めるととも

に、国や沖縄県、那覇市医師会等関係機関や

団体等との連携をより一層図り、感染症対応

に取り組みます。 

指標番号４９ 

指標番号５０ 

（下線部変更） 

●関係機関等と連

携を図ります。 



 

・施策 30（施策概要、現状と課題） 

 

 

（追加） 

●2019（令和元）年 12月に発生した新型コロナウイルス感染症は、世界規模で急速に拡

大し、人々の消費行動や社会活動、企業の経済活動等に大きな影響を与えました。 

●那覇市においても、国際クルーズ船寄港キャンセルや旅客航空便の運休が相次ぎ、そ

れまで増加傾向にあった入域観光客数が大幅に減少するなど甚大な影響を受けました。 

●本市のリーディング産業である観光関連産業においては、コロナ禍の影響により企業

等の従事者が減少し、観光の回復に向けて人手不足が課題となっています。 

◆那覇市コロナ期観光回復戦略 

◆那覇市観光危機管理計画 

 

（追加） 

●コロナ禍からの那

覇観光の回復を目指

した様々な取組を推

進します。 



 

 

・施策 30（取組の柱と方針、指標） 

 

（修正） 

●那覇市をターミナルとした県内離島

へのアクセスの充実や受け入れ体制の

整備など、関係機関等との連携を強化

します。 

●沖縄県の方針も踏まえながら、関係

機関及び関係団体、関係部署等との連

携を図り、外国語対応ガイドの養成や

外国人観光客向けの観光コースを新設

するなど、受入れ体制整備を推進しま

す。 

（修正） 

４ 歴史・文化等の観光資源を活

用したコンテンツの充実 

●琉球王国の歴史と文化を象徴する

有形・無形の文化財など、本市の様々

な観光資源を活用する魅力ある観光

コンテンツの充実を図ります。 

指標番号７１ 

指標番号７２ 

最終目標値の修正 

1,116万泊 

85,747円 

（追加） 

都市機能が集積する強みを活かしたＭＩ

ＣＥ誘致を促進します。 

（下線部修正）に基づき、 

（追加） 

５ 新型コロナウイルス感染症

への対応 

●「那覇市コロナ期観光回復戦略」に

基づき、コロナ禍からの那覇観光の

回復を目指した様々な取組を推進し

ます。 

（追加） 

●地域社会と観光

が融合し適切なバ

ランスを継続的に

維持した持続可能

な観光地を目指し

ます。 



 

・施策 41（施策概要、現状と課題） 

 

 

●「2050 年カーボ

ンニュートラル」に

向けて、那覇市環境

基本計画及び那覇

市地球温暖化対策

実行計画（区域施策

編）を改定し、ゼロ

カーボンシティ宣

言を表明します。 

（追加） 

●2020（令和２）年 10 月、わが国は 2050 年までに、温室効果ガスの排出を全体としてゼロに

する、すなわち 2050年カーボンニュートラル（脱炭素化の実現）を目指すことを宣言しました。 

●2021（令和３）年 10月には、地球温暖化対策推進法に基づく地球温暖化対策計画が改定され、

我が国の中期目標として、2030 年度において、温室効果ガスを 2013 年度から 46％削減するこ

とを目指し、さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていくことが明記されました。 

●沖縄県では、2021（令和 3）年 3月に「第 2次沖縄県地球温暖化対策実行計画」が策定され、

2030年度の中期目標として温室効果ガスを 2013年度比 26％削減、長期目標として「2050年度

に向けて、温室効果ガス排出量実質ゼロを目指す」ことが掲げられました。 

 

（第５期実行計画） 

70%、 22%で、 
92% 

←グラフを最新に 

更新。 

（下線部修正） 

2020（令和 2）年度で

は家庭・業務部門の排

出量が約 68％、運輸部

門の排出量が 24％で、

この２部門の排出量

が 92％を占め、より一

層の削減が求められ

ています。 



 

・施策 41（取組の柱と方針、指標） 

 

 

指標番号９５ 

最終目標値の修正 

８項目 

（下線部修正） 

●省エネ型製品・設備への転換を促進します。 

●クールビズ、クールシェアを促進します。 

（追加） 

●庁舎等公共施設のＬＥＤ照明への切替やＥＳＣＯ事業等によ

る省エネ改修、再生可能エネルギーの導入を推進します。 

●Ｊークレジット制度等を活用したカーボン・クレジットの取

引を推進します。 

（追加） 

●温暖化防止に資する賢

い選択ＣＯＯＬ ＣＨＯ

ＩＣＥ（クールチョイス）

の取組を推進し、さらに

暮らしを脱炭素化する"

ゼロカーボンアクション

30"へと展開を図り、ライ

フスタイル転換の普及啓

発を継続するとともに、

2050 年カーボンニュー

トラルに向けて、那覇市

地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）及び気候

変動適応計画を包含した

第３次那覇市環境基本計

画を策定し、ゼロカーボ

ンシティ宣言を表明しま

す。 

グラフを最新に更新。（別添） 

（下線部修正） 

2016（平成 28）年度比

で 2025（令和 7）年度

までに「13％以上削

減」を目指していま

す。 

（用語解説 追加） 
●ESCO 事業 

工場やオフィス、商業施設、公共施設などに対して省エ

ネルギーに関する包括的なサービスを提供し、それまで

の利便性などを損なうことなくコスト削減効果を保証

し、削減したエネルギーコストから報酬を得る事業。 

●J-クレジット制度 

省エネ設備の導入や再生可能エネルギーの活用による

温室効果ガスの排出削減量や、適切な森林管理による温

室効果ガス吸収量をクレジットとして国が認証する制

度です。 

●ゼロカーボンアクション 30 

衣食住・移動・買い物など日常生活における脱炭素行動

と暮らしにおけるメリットを 8 つのカテゴリー別に 30

の行動に整理したもの。 



 

・施策 57（施策概要、現状と課題） 

 

 

（追加） 

●本市の行政運

営において、デジ

タル技術やデー

タを積極的に活

用し、「市民の利

便性向上」に資す

る取組を推進し

ます。 

●新型コロナウイルス感染症の拡大

を契機として、社会全体のＤⅩ（デジ

タル・トランスフォーメーション）が

求められています。 

関連条例等 

◆那覇市情報通信技術を活用した

行政の推進に関する条例 

◆那覇市ＤⅩ推進計画 

マイナンバーカード 

マイナンバーカード 

（追加） 

●デジタル技術に

不慣れな人にも配

慮して「誰ひとり取

り残さない、人にや

さしいデジタル化」

を目指します。 



 

・施策 57（取組の柱と方針、指標） 

 

 

１ 行政ＤＸの推進 

●「那覇市ＤＸ推進計画」に基づき、行政手続

きのオンライン化など、自らが担う行政サー

ビスについて、デジタル技術やデータを活用

して、市民の利便性向上に資する取組を推進

します。 

指標番号１２９ 

指標番号１３０ 



 

・施策 58（施策概要、現状と課題） 

 

 

（修正） 

●これまで培ってきた

ISO9001 の仕組みやノ

ウハウを継承しつつ、

内部統制制度の基本的

な枠組みを踏まえた、

本市独自の「那覇市行

政サービス品質管理シ

ステム」を 2022(令和

４)年度に構築し、内部

統制の強化を図ってい

ます。 

◉マイナンバーカード 

◉マイナンバーカード 

（追加） 

ＤＸ関連 

●本市の行政運

営において、デジ

タル技術の積極

的な活用により

業務効率化を図

り、更なる「行政

サービスの向上」

に繋げます。 

 
ウェルビーイン

グ関連 

●本総合計画の

推進により、暮ら

しやすさや幸福

感、満足感といっ

た市民と地域全

体のウェルビー

イングを高める

視点を持ち、個々

の幸せが尊重さ

れる持続可能な

社会の実現を目

指します。 

 

（追加） 

ＤＸ関連 

●新型コロナウイルス感染症の拡大を契機として、社会全体のＤⅩ

（デジタル・トランスフォーメーション）が求められています。 

 

 

 

 

ウェルビーイング関連 

●身体的・精神的・社会的にも満たされた状態を示す「ウェルビー

イング（Well-being）」の概念が、まちづくりにおいても注目されて

います。多様性や包摂性が尊重され、市民と地域全体のウェルビー

イングが感じられるまちづくりが求められています。 

関連条例等 

◆那覇市ＤⅩ推進計画 

（下線部修正） 

2022（令和 4）年 12 月

末時点で 196,089 名の

申請累計があり、交付

累計は 141,781 名とな

っています。 



 

・施策 58（取組の柱と方針、指標） 

 

 

４ 行政ＤＸの推進 

●「那覇市ＤＸ推進計画」に基づき、デジタル技術や AI 等の活用により

業務効率化を図り、人的資源を行政サービスの更なる向上に繋げていきま

す。 

 

５ ウェルビーイングの向上 

●市民意識調査において、市の政策に対する満足度・重要度調査に加え、

幸福度についても把握し、市政運営に活かしていきます。 

指標番号１３１ 

指標番号１３２ 

◉マイナンバーカード 

３ マイナンバーカードの周知 

 

 

 

（追加） 

４ 行政ＤＸの推進 

●「那覇市ＤＸ推進計画」に基づき、デジタル技術を活用した業務効率化

を図り、生み出された時間を更なる「行政サービスの向上」に繋げます。 

 

５ ウェルビーイングの向上 

●市民意識調査において、市の政策に対する満足度・重要度調査に加え、

幸福度についても把握に努めます。 

指標番号１３１ 

指標番号１３２ 

◉マイナンバーカードに関する 

３ マイナンバーカード関連の広報周知 

 


